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注）報告書中の図表の数値について 

報告書に掲載している図表の数値（アンケート集計値）は，端数を四捨五入している関係で，合計値が

一致しない場合がある。 
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１ 調査の概要 

 

（１）調査の目的 

本県の障害者を取り巻く雇用情勢は，依然として厳しい状況にあり，平成２５年４月１日から法定雇

用率が２．０％に引き上げられたが，県内の民間企業の障害者雇用率は，平成２５年６月１日現在で，

１．７１％と法定雇用率を下回り，全国平均（１．７６％）にも達していない状況であることから，本

県における障害者雇用の一層の推進が求められている。 

よって，宮城県内の事業所を対象に，本調査を実施することにより，障害者の雇用状況や雇用を阻害

する要因，課題及びニーズなどを把握し，今後の本県の障害者雇用推進の施策検討のための基礎資料と

するとともに，本調査の調査結果を事業所等に配布することにより，障害者雇用に係る優良事業所の好

事例を広く紹介し，県内事業所の障害者雇用率の向上に資することを目的とするものである。 

 

（２）調査方法 

本調査は県内事業所（被保険者数５０人以上の雇用保険適用事業所）１，５７６社を対象として，郵

送アンケート及び訪問による調査を実施。 

（調査期間：平成２５年１０月１日から平成２５年１２月３１日まで） 

 

（３）調査基準日 

 平成２５年１０月１日 

 

２ アンケート調査の回収状況 

有効回収数：１，０５０件，回収率：６６．６％ 
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３ アンケート調査の結果 

 

（１）企業の概要 

回答企業の主たる業種は，「医療・福祉」が１９９社，次いで「製造業」が１９５社，「卸売業・小売

業」が１６３社となった。 

企業の従業員規模では，「５０人～９９人」が４９５社，「１００人～２９９人」が３８４社，     

「３００人～４９９人」が７２社，「５００人以上」が７１社となっている。 

 

  

５０人～９９人 １００人～２９９人 ３００人～４９９人 ５００人以上 未回答
事業所数（社）

割合（％）

495 384 72 71 28 1,050

47.1% 36.6% 6.9% 6.8% 2.7% 100.0%

54 21 3 3 2 83

10.9% 5.5% 4.2% 4.2% 7.1% 7.9%

103 67 15 6 4 195

20.8% 17.4% 20.8% 8.5% 14.3% 18.6%

2 2 1 1 0 6

0.4% 0.5% 1.4% 1.4% 0.0% 0.6%

7 2 4 3 1 17

1.4% 0.5% 5.6% 4.2% 3.6% 1.6%

48 37 6 6 3 100

9.7% 9.6% 8.3% 8.5% 10.7% 9.5%

67 65 13 15 3 163

13.5% 16.9% 18.1% 21.1% 10.7% 15.5%

4 7 2 2 0 15

0.8% 1.8% 2.8% 2.8% 0.0% 1.4%

8 3 0 1 0 12

1.6% 0.8% 0.0% 1.4% 0.0% 1.1%

13 7 0 0 0 20

2.6% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%

9 17 2 5 0 33

1.8% 4.4% 2.8% 7.0% 0.0% 3.1%

10 8 0 0 1 19

2.0% 2.1% 0.0% 0.0% 3.6% 1.8%

6 16 3 4 0 29

1.2% 4.2% 4.2% 5.6% 0.0% 2.8%

90 74 14 10 11 199

18.2% 19.3% 19.4% 14.1% 39.3% 19.0%

71 57 8 15 1 152

14.3% 14.8% 11.1% 21.1% 3.6% 14.5%

3 1 1 0 2 7

0.6% 0.3% 1.4% 0.0% 7.1% 0.7%

教育、学習支援業

医療・福祉

上記以外のサービス業

未回答

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・

技術サービス業

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

運輸業・郵便業

Ｎ＝

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業
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（２）障害者雇用の状況等について 

 

 

 

 

 

 

 

【障害者雇用状況別内訳】 

回答事業所の障害者雇用状況別の内訳は，「現在障害者を雇用している」事業所が６６４社     

(６３．２％)，「現在障害者を雇用していないが，過去に雇用していたことがある」事業所が１３４社  

(１２．８％)，「これまでに一度も障害者を雇用したことがない」事業所が２５２社(２４．０％)という

構成であった。 

 

現在障害者を雇用 

している事業所 

現在障害者を雇用

していない事業所 

    

合計 過去に雇用した 

ことがある 

一度も雇用した 

ことがない 

664 社 386 社 134 社 252 社 1,050 社 

（63.2％） （36.8％） （12.8％） （24.0％） （100.0％） 

                            

①障害種別ごとの雇用実績 

【現在障害者を雇用している事業所の雇用状況】 

 障害者を現在雇用している事業所６６４社における雇用人数の合計は以下のとおりである。障害者別

の構成比では，身体障害者が６５．１％，知的障害者が２４．４％となっており，一方精神障害者は全

体の約１割と最も少なくなっている。 

 

 

 

30時間以上/

週勤務

短時間勤務

(左記以外の

勤務時間)

30時間以上/

週勤務

短時間勤務

(左記以外の

勤務時間)

1,218 60 443 86 1,807 65.1%

うち
重度

437 17 140 30 624 22.5%

255 82 233 108 678 24.4%

うち
重度

70 4 33 17 124 4.5%

70 90 72 58 290 10.5%

1,543 232 748 252 2,775 100.0%

期間の定めのない雇用 有期雇用

合計 構成比

合計

身体障害者(人)

知的障害者(人)

精神障害者(人)

※以下の項目においては， 

[現]：現在障害者を雇用している事業所に対する設問 

[過]：過去に障害者を雇用したことがある事業所（現在は未雇用）に対する設問 

[未]：今まで障害者を雇用したことがない事業所に対する設問 

と表記している。 
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〈業種別〉 

業種別では，「製造業」が７２．３％と障害者を雇用している事業所の割合が最も高くなっており，｢運

輸業・郵便業｣が６６．０％と続いている。精神障害者を雇用している事業所の割合は，各業種全体的に

低くなっている中，「宿泊業・飲食サービス業」では２３．８％と比較的高い割合となっている。また，

知的障害者については，｢建設業｣が６．３％と最も低く，｢宿泊業・飲食サービス業｣が４７．６％と高

い結果となった。 

 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別では，事業所規模が大きくなるにつれて障害者を雇用している割合が高い傾向になって

いる。どの事業所規模においても，身体障害者は高い割合で雇用しており，「５００人以上」の事業所で

は，精神障害者は３５．７％と比較的高い割合で雇用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者 知的障害者 精神障害者

建設業(N=83) 48社（57.8%） 93.8% 6.3% 14.6% 35社（42.2%）

製造業(N=195) 141社（72.3%） 87.9% 36.9% 8.5% 54社（27.7%）

運輸業・郵便業(N=100) 66社（66.0%） 95.5% 16.7% 10.6% 34社（34.0%）

卸売業・小売業(N=163) 100社（61.3%） 80.0% 34.0% 23.0% 63社（38.7%）

宿泊業・飲食サービス業(N=33) 21社（63.6%） 76.2% 47.6% 23.8% 12社（36.4%）

医療・福祉(N=199) 125社（62.8%） 79.2% 39.2% 15.2% 74社（37.2%）

その他(N=270) 159社（58.9%） 83.0% 28.3% 17.0% 111社（41.1%）

未回答(N=7) 4社（57.1%） 75.0% 50.0% 25.0% 3社（42.9%）

合計(N=1,050) 664社（63.2%） 84.6% 31.0% 15.2% 386社（36.8%）

業種 雇用している 雇用していない

身体障害者 知的障害者 精神障害者

５０人～９９人(N=495) 244社（49.3%） 81.6% 25.0% 9.0% 251社（50.7%）

１００人～２９９人(N=384) 272社（70.8%） 83.1% 29.4% 15.1% 112社（29.2%）

３００人～４９９人(N=72) 69社（95.8%） 88.4% 33.3% 17.4% 3社（4.2%）

５００人以上(N=71) 70社（98.6%） 98.6% 52.9% 35.7% 1社（1.4%）

未回答(N=28) 9社（32.1%） 77.8% 55.6% 11.1% 19社（67.9%）

合計(N=1,050) 664社（63.2%） 84.6% 31.0% 15.2% 386社（36.8%）

事業所規模 雇用している 雇用していない
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【過去の障害者雇用実績について】 

障害者を現在雇用していない事業所３８６社のうち，過去の雇用実績について「一度も雇用したこと

がない」と回答した事業所が２５２社（２４．０％）であり，４社に１社が過去に一度も障害者を雇用

した実績がないという結果になっている。 

〈業種別〉 

 業種別では，「建設業」では，障害者を一度も雇用したことがない事業所が３６．１％と最も高くなっ

ており，「製造業」は１２．３％と最も低い。 

 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別では，事業所規模が小さくになるにつれて，一度も雇用したことがないと回答する事業

所が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者 知的障害者 精神障害者

建設業(N=83) 48社（57.8%） 35社（42.2%） 5社（6.0%） 80.0% 0.0% 20.0% 30社（36.1%）

製造業(N=195) 141社（72.3%） 54社（27.7%） 30社（15.4%） 80.0% 23.3% 10.0% 24社（12.3%）

運輸業・郵便業(N=100) 66社（66.0%） 34社（34.0%） 12社（12.0%） 75.0% 8.3% 8.3% 22社（22.0%）

卸売業・小売業(N=163) 100社（61.3%） 63社（38.7%） 15社（9.2%） 93.3% 13.3% 0.0% 48社（29.4%）

宿泊業・飲食サービス業(N=33) 21社（63.6%） 12社（36.4%） 6社（18.2%） 50.0% 33.3% 16.7% 6社（18.2%）

医療・福祉(N=199) 125社（62.8%） 74社（37.2%） 25社（12.6%） 68.0% 24.0% 4.0% 49社（24.6%）

その他(N=270) 159社（58.9%） 111社（41.1%） 40社（14.8%） 85.0% 17.5% 5.0% 71社（26.3%）

未回答(N=7) 4社（57.1%） 3社（42.9%） 1社（14.3%） 0.0% 100.0% 0.0% 2社（28.6%）

合計(N=1050) 664社（63.2%） 386社（36.8%） 134社（12.7%） 78.4% 19.4% 6.7% 252社（24.0%）

一度も雇用
したことがない

業種
現在障害者を
雇用している

現在雇用して
いない 過去に雇用

したことがある

身体障害者 知的障害者 精神障害者

５０人～９９人(N=495) 244社（49.3%） 251社（50.7%） 78社（15.8%） 74.5% 25.6% 9.0% 173社（34.9%）

１００人～２９９人(N=384) 272社（70.8%） 112社（29.2%） 50社（13.0%） 82.0% 10.0% 4.0% 62社（16.1%）

３００人～４９９人(N=72) 69社（95.8%） 3社（4.2%） 1社（1.4%） 100.0% 0.0% 0.0% 2社（2.8%）

５００人以上(N=71) 70社（98.6%） 1社（1.4%） 0社（0.0%） 0.0% 0.0% 0.0% 1社（1.4%）

未回答(N=28) 9社（32.1%） 19社（67.9%） 5社（17.9%） 80.0% 20.0% 0.0% 14社（50.0%）

合計(N=1050) 664社（63.2%） 386社（36.8%） 134社（12.7%） 77.6% 19.4% 6.7% 252社（24.0%）

事業所規模
現在障害者を
雇用している

現在雇用して
いない

過去に雇用
したことがある

一度も雇用
したことがない
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②障害者雇用の求人等の経験[未] 

 今まで障害者を雇用したことがない事業所（Ｎ＝２５２）では，障害者雇用の求人について「求人を

実施したことが全くない」が８５．７％と，求人活動等を行った経験がない事業所がほとんどであった。 

 

 

③障害者の従事業務[現・過] 

 障害者を現在雇用している・過去に雇用したことがある事業所（Ｎ＝７９８）における，障害者が従

事している（していた）業務は，「生産工程・労務の業務」と「事務」が約３割ずつ占めており，次いで

「専門的・技術的業務」，「医療・福祉・介護」となった。 

 

  

  

85.7 

7.5 

4.8 

2.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

求人を実施したことが全くない 

求人をしたことはあるが、障害者の応募が無かった 

求人したことがあり、応募者の面接等もしたが、雇用で

きなかった 

未回答 
未雇用（Ｎ＝252） 

30.6 

27.3 

17.2 

13.3 

11.4 

8.4 

7.8 

7.4 

2.8 

0.8 

14.3 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

生産工程・労務の業務 

事務 

専門的・技術的業務 

医療・福祉・介護 

管理的業務 

営業・販売 

運輸・通信の業務 

サービスの業務 

保安の業務 

農林漁業の業務 

その他 

未回答 
全体（Ｎ＝798） 
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④障害者雇用の理由・きっかけ[現・過] 

障害者を現在雇用している・過去に雇用したことのある事業所（Ｎ＝７９８）に対する，障害者を雇

用している（雇用していた）理由・きっかけの回答は，「法律で義務付けられているから」が４１．０％

と高く，次いで，「障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから」「企業とし

て障害者雇用の社会的責任があると考えたから」「従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから」

が約３割という結果となった。 

 

  

41.0 

29.3 

27.9 

27.8 

19.0 

15.4 

12.7 

9.1 

6.0 

3.8 

1.6 

4.1 

1.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

法律で義務付けられているから 

障害の有無は気にしておらず、採用した人がたまたま障

害者だったから 

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 

障害者の就労支援を行う機関等からの働きかけ、紹介な

どがあったから 

学校（特別支援学校等）からの働きかけ、紹介などが

あったから 

ハローワーク、労働局等の指導があったから 

自社の業務の中に、障害者に適していると思われる業務

があるから 

特に理由やきっかけはわからないが、昔から障害者を雇

用している 

取引先、関係先などから仕事を探している障害者の紹介

があったから 

企業としてのイメージ向上につながると考えたから 

その他 

未回答 
全体（Ｎ＝798） 
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〈業種別〉 

業種別では，全体の結果では「法律で義務付けられているから」が多いところ，「建設業」では「従業

員が採用後に事故や病気などで障害になったから」と約半数の事業所が回答している。 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別では，大方の理由・きっかけは，事業所規模が大きくなるにつれ割合が高くなっていっ

ているが，「５０人～９９人」では，「障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だっ

たから」と回答した事業所が他の事業所規模に比べて多い割合となった。 

 

39.6 

24.5 

34.0 

49.1 

9.4 

7.5 

50.3 

27.5 

29.8 

26.9 

20.5 

21.1 

35.9 

38.5 

11.5 

29.5 

10.3 

7.7 

46.1 

20.9 

29.6 

38.3 

27.8 

17.4 

44.4 

40.7 

18.5 

11.1 

14.8 

29.6 

30.7 

34.0 

28.0 

15.3 

21.3 

16.0 

40.7 

28.1 

31.7 

28.6 

16.6 

12.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

法律で義務付けられているから 

障害の有無は気にしておらず、採用した人がたまたま障

害者だったから 

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 

障害者の就労支援を行う機関等からの働きかけ、紹介な

どがあったから 

学校（特別支援学校等）からの働きかけ、紹介などが

あったから 

建設業（Ｎ＝53） 

製造業（Ｎ＝171） 

運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 

卸売業・小売業（Ｎ＝115） 

宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 

医療・福祉（Ｎ＝150） 

その他（Ｎ＝199） 

27.0 

31.1 

19.6 

22.7 

16.8 

15.2 

46.0 

29.2 

30.1 

26.4 

19.9 

11.8 

61.4 

25.7 

32.9 

37.1 

18.6 

15.7 

65.7 

25.7 

52.9 

50.0 

24.3 

30.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

法律で義務付けられているから 

障害の有無は気にしておらず、採用した人がたまたま障

害者だったから 

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 

障害者の就労支援を行う機関等からの働きかけ、紹介な

どがあったから 

学校（特別支援学校等）からの働きかけ、紹介などが

あったから 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 

１００人～２９９人（Ｎ＝322） 

３００人～４９９人（Ｎ＝70） 

５００人以上（Ｎ＝70） 



9 

 

（３）障害者雇用に関する各種制度，事業所への支援等について 

 

①障害者を採用する際に利用した機関[現・過] 

 障害者を現在雇用している・過去に雇用したことのある事業所（Ｎ＝７９８）が，採用する際に利用

した機関は，「ハローワーク」が半数以上と高い割合であった。しかし「いずれも利用していない」とい

う事業所も３割以上となっている。 

 

 

 

  

52.0 

31.2 

15.3 

6.8 

6.4 

3.6 

3.0 

2.9 

1.9 

0.4 

0.3 

0.3 

0.0 

0.0 

6.8 

2.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

ハローワーク 

いずれも利用していない 

特別支援学校 

障害者職業センター 

障害者就業・生活支援センター 

宮城障害者職業能力開発校 

市町村障害者就労支援センター 

高齢・障害者雇用支援センター 

民間の福祉施設 

民間の医療機関 

宮城県精神保健福祉センター 

保健福祉事務所 

宮城拓桃医療療育センター 

宮城県リハビリテーション支援センター 

その他 

未回答 

全体（Ｎ＝798） 
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〈業種別〉 

業種別では，全体的に「ハローワーク」を利用している割合が高くなっている中，「建設業」では他の

業種と比べて「いずれも利用していない」が半数以上と高い割合であった。また，｢宿泊業・飲食サービ

ス業｣では，他の業種と比べ｢特別支援学校｣が２９．６％とやや高い結果となっている。 

 

 

〈事業所規模別〉 

 事業所規模別で見ると，「５００人以上」では「ハローワーク」や｢特別支援学校｣を利用している割合

が他の規模と比べて高くなっている。一方で｢５０人～９９人｣｢１００人～２９９人｣では｢いずれも利用

していない｣が３割以上となっており，規模が小さい事業所では，規模の大きい事業所と比較して，採用

の際に支援機関等を利用することが少ないことがわかる。 

 

37.7 

52.8 

1.9 

1.9 

60.8 

20.5 

21.6 

5.3 

5.8 

3.5 

50.0 

39.7 

5.1 

3.8 

3.8 

1.3 

53.9 

28.7 

16.5 

14.8 

9.6 

3.5 

48.1 

37.0 

29.6 

14.8 

11.1 

7.4 

48.7 

25.3 

17.3 

3.3 

8.7 

4.0 

50.8 

36.7 

13.1 

7.5 

5.5 

5.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

ハローワーク 

いずれも利用していない 

特別支援学校 

障害者職業センター 

障害者就業・生活支援センター 

宮城障害者職業能力開発校 

建設業（Ｎ＝53） 

製造業（Ｎ＝171） 

運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 

卸売業・小売業（Ｎ＝115） 

宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 

医療・福祉（Ｎ＝150） 

その他（Ｎ＝199） 

46.6 

33.5 

12.4 

5.3 

3.4 

1.6 

53.1 

34.2 

13.7 

5.6 

7.8 

4.3 

51.4 

25.7 

14.3 

8.6 

7.1 

7.1 

72.9 

14.3 

34.3 

18.6 

12.9 

5.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

ハローワーク 

いずれも利用していない 

特別支援学校 

障害者職業センター 

障害者就業・生活支援センター 

宮城障害者職業能力開発校 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 

１００人～２９９人（Ｎ＝322） 

３００人～４９９人（Ｎ＝70） 

５００人以上（Ｎ＝70） 
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②障害者を採用する際に利用した制度[現・過] 

 障害者を現在雇用している・過去に雇用していた事業所（Ｎ＝７９８）の，採用する際に利用した制

度は，「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）」が１９．８％と比較的高い割合

であったが，例えば障害者初回雇用奨励金(ファースト・ステップ奨励金)は，２．１％と低い結果であっ

た。 

 

  

19.8 

12.7 

11.0 

6.3 

5.0 

2.9 

2.1 

1.3 

0.5 

0.4 

0.1 

0.1 

24.1 

36.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助

成金） 

障害者トライアル雇用奨励金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

障害者合同就職面接会 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

職場適応訓練 

障害者初回雇用奨励金（ファースト・ステップ奨励金） 

精神障害者ステップアップ雇用制度（平成２４年度終

了） 

精神障害者等雇用安定奨励金（重度知的・精神障害者職

場支援奨励金） 

障害者委託訓練 

精神障害者等雇用安定奨励金（精神障害者雇用安定奨励

金） 

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金 

その他 

未回答 

全体（Ｎ＝798） 
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〈業種別〉 

 業種別で見ると，「建設業」では，各種助成金や奨励金の制度を活用する事業所が他の業種に比べて少

ないことがわかる。 

 

 

〈事業所規模別〉 

 事業所規模別では，事業所規模が大きくなるにつれて，ほとんどの制度において利用している事業所

の割合が高くなっている。全体では「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）」の

利用が多いところ，「５００人以上」の事業所規模では「障害者雇用納付金制度に基づく助成金」及び「障

害者合同就職面接会」と回答した事業所が多い結果となった。 

 

7.5 

9.4 

5.7 

9.4 

1.9 

3.8 

22.2 

13.5 

11.7 

6.4 

2.9 

1.8 

14.1 

10.3 

10.3 

6.4 

21.7 

17.4 

13.0 

10.4 

9.6 

6.1 

14.8 

14.8 

7.4 

7.4 

3.7 

7.4 

27.3 

15.3 

12.7 

2.0 

7.3 

2.7 

17.1 

9.0 

10.6 

6.0 

5.0 

2.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助

成金） 

障害者トライアル雇用奨励金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

障害者合同就職面接会 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

職場適応訓練 

建設業（Ｎ＝53） 

製造業（Ｎ＝171） 

運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 

卸売業・小売業（Ｎ＝115） 

宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 

医療・福祉（Ｎ＝150） 

その他（Ｎ＝199） 

17.4 

8.7 

5.0 

1.6 

4.0 

2.2 

19.6 

12.7 

9.6 

6.2 

4.3 

2.8 

22.9 

21.4 

20.0 

7.1 

2.9 

4.3 

27.1 

22.9 

35.7 

28.6 

15.7 

5.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助

成金） 

障害者トライアル雇用奨励金 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

障害者合同就職面接会 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

職場適応訓練 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 

１００人～２９９人（Ｎ＝322） 

３００人～４９９人（Ｎ＝70） 

５００人以上（Ｎ＝70） 
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③障害者採用で配慮した点[現・過] 

 障害者を現在雇用している・過去に雇用していた事業所（Ｎ＝７９８）の，採用する際に配慮した点

は，「能力・適性に応じた仕事の内容の調整」が６３．５％と最も高く，次いで，「業務量への配慮」が

４１．４％，「作業の安全確保」が３２．３％となっている。 

 

  

63.5 

41.4 

32.3 

20.2 

17.5 

13.5 

13.4 

12.9 

12.2 

11.7 

10.4 

8.9 

8.4 

6.6 

5.4 

5.3 

24.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 

業務量への配慮 

作業の安全確保 

短時間勤務などの勤務時間の柔軟な運用 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助

ける工夫 

通勤の安全確保 

工程の単純化など職務内容への配慮 

家庭との連携 

採用前の職場実習の実施 

専門機関（ハローワーク、障害者就労支援センター、障

害者就業・生活支援センター等）との連携 

通院・服薬などの健康管理 

休暇を取得しやすくするなど休養への配慮 

配置転換など配置についての配慮 

障害に応じた設備・施設の導入又は改善 

障害者に対する職場での研修・ＯＪＴの実施 

関係機関からのジョブコーチの受入 

その他 

全体（Ｎ＝798） 



14 

 

〈業種別〉 

 業種別では，｢宿泊業・飲食サービス業｣で｢業務量への配慮｣が６３．０％，「製造業」では｢作業の安

全確保｣の割合が約半数以上と他の業種と比較して高い結果となっている。 

 

 

〈事業所規模別〉  

事業所規模別で見ると，「５００人以上」では，他の事業規模と比較して「作業指示の明確化，指示書

の視覚化など仕事の理解を助ける工夫」が３２．９％と高い結果であった。 

 

56.6 

45.3 

30.2 

9.4 

9.4 

7.5 

70.8 

32.2 

51.5 

12.9 

18.7 

14.0 

46.2 

37.2 

23.1 

20.5 

3.8 

7.7 

67.0 

47.0 

33.0 

23.5 

26.1 

16.5 

77.8 

63.0 

37.0 

29.6 

18.5 

18.5 

64.0 

46.0 

22.0 

30.0 

22.7 

14.7 

61.8 

40.7 

27.1 

18.6 

15.6 

13.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 

業務量への配慮 

作業の安全確保 

短時間勤務などの勤務時間の柔軟な運用 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助

ける工夫 

通勤の安全確保 

建設業（Ｎ＝53） 
製造業（Ｎ＝171） 
運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 
卸売業・小売業（Ｎ＝115） 
宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 
医療・福祉（Ｎ＝150） 
その他（Ｎ＝199） 

59.3 

35.4 

32.9 

17.7 

14.6 

14.3 

64.9 

45.3 

32.3 

23.0 

17.4 

10.6 

71.4 

42.9 

30.0 

22.9 

17.1 

15.7 

72.9 

51.4 

31.4 

17.1 

32.9 

22.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 

業務量への配慮 

作業の安全確保 

短時間勤務などの勤務時間の柔軟な運用 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助

ける工夫 

通勤の安全確保 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 

１００人～２９９人（Ｎ＝322） 

３００人～４９９人（Ｎ＝70） 

５００人以上（Ｎ＝70） 
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④現在、支援を受けている専門機関[現・過] 

障害者を現在雇用している・過去に雇用していた事業所（Ｎ＝７９８）では，「特に支援を受けていな

い」が７９．４％であり，約８割の事業所で現在ハローワーク等の専門機関からの支援を受けていない

という結果となった。 

 

 

〈業種別〉 

業種別では，「宿泊業・飲食サービス業」では他の業種と比較して「特別支援学校」が１４．８％と比

較的高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

79.4 

9.8 

3.6 

3.3 

2.8 

1.3 

1.4 

4.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に支援を受けていない 

ハローワーク 

障害者就業・生活支援センター 

特別支援学校 

障害者職業センター 

市町村障害者就労支援センター 

その他の機関 

未回答 

全体（Ｎ＝798） 

84.9 

7.5 

3.8 

84.2 

7.6 

2.3 

2.3 

2.9 

88.5 

7.7 

1.3 

1.3 

68.7 

13.0 

1.7 

6.1 

7.0 

3.5 

70.4 

11.1 

3.7 

14.8 

3.7 

3.7 

77.3 

9.3 

8.7 

6.0 

1.3 

1.3 

79.4 

11.6 

3.0 

0.5 

3.0 

1.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に支援を受けていない 

ハローワーク 

障害者就業・生活支援センター 

特別支援学校 

障害者職業センター 

市町村障害者就労支援センター 

建設業（Ｎ＝53） 

製造業（Ｎ＝171） 

運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 

卸売業・小売業（Ｎ＝115） 

宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 

医療・福祉（Ｎ＝150） 

その他（Ｎ＝199） 
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〈事業所規模別〉 

事業所規模別では，「５００人以上」では「特に支援を受けていない」が６０．０％と比較的低い結果

であり，他の事業規模と比べると専門機関からの支援を受けていることが推測される。 

 

 

⑤障害者雇用で負担・困難に感じていること[現・過] 

障害者を現在雇用している・過去に雇用していた事業所（Ｎ＝７９８）の，障害者を雇用した際に負

担・困難に感じていること（感じていたこと）は，「障害者に適した業務，やりがいのある仕事の創出」

が２８．６％，「他の従業員への障害に対する理解の促進，人間関係の構築や仲間意識の醸成等」が   

２８．４％等になっている。また，「特に大きな困難はなかった」という事業所が３７．３％と最も高い

結果となっている。 

 

  

84.2 

6.5 

1.9 

1.9 

1.9 

0.9 

77.6 

11.5 

4.7 

2.5 

2.5 

0.6 

84.3 

5.7 

4.3 

4.3 

2.9 

1.4 

60.0 

21.4 

5.7 

11.4 

7.1 

4.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に支援を受けていない 

ハローワーク 

障害者就業・生活支援センター 

特別支援学校 

障害者職業センター 

市町村障害者就労支援センター 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 
１００人～２９９人（Ｎ＝322） 
３００人～４９９人（Ｎ＝70） 
５００人以上（Ｎ＝70） 

37.3 

28.6 

28.4 

15.8 

11.8 

11.5 

10.8 

8.9 

7.3 

5.8 

3.6 

3.3 

4.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に大きな困難はなかった 

障害者に適した業務、やりがいのある仕事の創出 

他の従業員への障害に対する理解の促進、人間関係の構

築や仲間意識の醸成等 

職場で体調不良やパニックになった際の状況確認などの

対応 

障害者に適した職場環境の整備や設備の更新等 

他の従業員の負担が増えたこと（障害者のバックアップ

等による業務量の増加など） 

急な欠勤や遅刻・早退などの際の状況確認などの対応 

通勤や移動時の安全確保、手段の提供 

障害者に必要な介助や援護などの職場内での提供 

障害の特性に配慮した業務研修等の実施 

取引先や関係先などに障害者の特性等を理解してもらう

こと 

その他 

未回答 
全体（Ｎ＝798） 
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〈業種別〉 

業種別では，「宿泊業・飲食サービス業」は他の業種と比較して「職場で体調不良やパニックになった

際の状況確認などの対応」が３７．０％とやや高い割合となっている。また，全体的に「特に大きな困

難はなかった」と回答する事業所が多いが，特に「運輸業・郵便業」では，５５．１％と他の業種と比

べても高い割合になっている。 

 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別では，事業所規模が小さいほど「特に大きな困難はなかった」と回答する事業所の割合

が高い結果であった。 

 

45.3 

30.2 

24.5 

5.7 

11.3 

9.4 

28.1 

32.2 

33.3 

18.7 

15.8 

11.7 

55.1 

19.2 

16.7 

11.5 

2.6 

3.8 

27.8 

33.0 

35.7 

20.0 

15.7 

15.7 

40.7 

33.3 

29.6 

37.0 

11.1 

3.7 

43.3 

26.0 

25.3 

10.0 

6.0 

12.7 

35.7 

28.1 

28.1 

17.1 

14.6 

13.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に大きな困難はなかった 

障害者に適した業務、やりがいのある仕事の創出 

他の従業員への障害に対する理解の促進、人間関係の構

築や仲間意識の醸成等 

職場で体調不良やパニックになった際の状況確認などの

対応 

障害者に適した職場環境の整備や設備の更新等 

他の従業員の負担が増えたこと（障害者のバックアップ

等による業務量の増加など） 

建設業（Ｎ＝53） 
製造業（Ｎ＝171） 
運輸業・郵便業（Ｎ＝78） 
卸売業・小売業（Ｎ＝115） 
宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝27） 
医療・福祉（Ｎ＝150） 
その他（Ｎ＝199） 

42.5 

23.6 

26.7 

18.6 

10.6 

9.3 

36.3 

28.3 

26.7 

11.5 

12.4 

12.1 

35.7 

38.6 

31.4 

15.7 

12.9 

7.1 

21.4 

42.9 

41.4 

18.6 

14.3 

20.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

特に大きな困難はなかった 

障害者に適した業務、やりがいのある仕事の創出 

他の従業員への障害に対する理解の促進、人間関係の構

築や仲間意識の醸成等 

職場で体調不良やパニックになった際の状況確認などの

対応 

障害者に適した職場環境の整備や設備の更新等 

他の従業員の負担が増えたこと（障害者のバックアップ

等による業務量の増加など） 

５０人～９９人（Ｎ＝322） 

１００人～２９９人（Ｎ＝322） 

３００人～４９９人（Ｎ＝70） 

５００人以上（Ｎ＝70） 
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⑥障害者を雇用しない・できない理由[過・未] 

 障害者を現在雇用していない事業所（Ｎ＝３８６）の，障害者を雇用しない・できない理由は「障害

者に適した業務がないから」が５３．９％，次いで，「施設・設備がバリアフリーではないから」が    

３０．６％，「雇用したいが障害の程度などが業務に適さず雇用できない」が２０．７％となっている。 

 

 

〈業種別〉 

 業種別ではどの業種においても約５割の事業所が「障害者に適した業務がないから」と回答している。

 

53.9 

30.6 

20.7 

16.1 

15.5 

14.8 

13.0 

8.0 

7.8 

6.5 

4.4 

2.3 

1.0 

10.4 

8.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者に適した業務がないから 

施設・設備がバリアフリーではないから 

雇用したいが障害の程度などが業務に適さず雇用できない 

障害者かどうかに関わらず、従業員を新規に雇用する余… 

障害者かどうかに関わらず、自社では即戦力となる人材… 

障害者を雇用した経験がなく不安だから 

通勤や移動の安全確保が難しいから 

業務の効率化（機械化、アウトソーシング等）により、… 

社内に障害者や障害者雇用の制度の知識のある者がいな… 

特に理由はない 

他の従業員の理解を得るのが難しいから 

取引先や関係先などに理解してもらうことが難しいから 

障害者が入社することで職場の雰囲気などが変わること… 

その他 

未回答 

全体（Ｎ＝386） 

71.4 

40.0 

28.6 

11.4 

14.3 

11.4 

50.0 

38.9 

20.4 

27.8 

11.1 

20.4 

61.8 

44.1 

23.5 

20.6 

5.9 

8.8 

52.4 

42.9 

19.0 

17.5 

15.9 

22.2 

58.3 

50.0 

8.3 

8.3 

16.7 

8.3 

45.9 

12.2 

25.7 

10.8 

14.9 

16.2 

52.3 

20.7 

17.1 

14.4 

21.6 

10.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者に適した業務がないから 

施設・設備がバリアフリーではないから 

雇用したいが障害の程度などが業務に適さず雇用できない 

障害者かどうかに関わらず、従業員を新規に雇用する余裕が

ないから 

障害者かどうかに関わらず、自社では即戦力となる人材以外

は雇用しないから 

障害者を雇用した経験がなく不安だから 

建設業（Ｎ＝35） 
製造業（Ｎ＝54） 
運輸業・郵便業（Ｎ＝34） 
卸売業・小売業（Ｎ＝63） 
宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝12） 
医療・福祉（Ｎ＝74） 
その他（Ｎ＝111） 
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⑦障害者雇用の課題[現・過・未] 

 全ての事業所（Ｎ＝１，０５０）の障害者雇用を行う場合に課題となることは，「障害者に適した業務

の創出や切り出し」が５９．０％で，約６割と最も高い回答であった。次いで，「障害の特性に応じた労

働条件や健康管理の体制づくり」が４４．５％となっている。

 

59.0 

44.5 

30.3 

30.0 

29.0 

25.4 

19.6 

18.9 

17.6 

15.9 

13.0 

12.2 

10.1 

4.0 

2.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者に適した業務の創出や切り出し 

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸

成、社内理解の促進 

バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 

障害者、障害の特性について正しく理解するための従業

員教育や情報発信 

通勤や移動時の安全確保 

障害者の業務指導を行う者や、障害者職業生活相談員等

の選任・配置 

障害者の家族等との連絡体制づくり（急な欠勤や体調不

良時の状況確認等） 

障害の特性に応じた業務研修や訓練等の体制づくり 

障害者雇用に関する各種支援制度の情報収集や申請・利

用に向けた検討 

障害者に適した（障害の特性に対応した）機器・設備等

の導入 

相談・支援機関とのネットワークづくり、必要なときに

すぐに支援を受けられる 

障害者の介助者・援助者の配置、受入れ 

その他 

未回答 

全体（Ｎ＝1,050） 
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〈業種別〉 

業種別では，すべての業種において「障害者に適した業務の創出や切り出し」「障害の特性に応じた労

働条件や健康管理の体制づくり」が高くなっている。また，「宿泊業・飲食サービス業」では，他の業種

と比べて「障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進」が４５．５％と

高い結果であった。 

 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別で見ると，すべての事業所規模において「障害者に適した業務の創出や切り出し」「障害

の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり」との回答が多い中，「５００人以上」では他の事業規

模と比較すると「障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進」「障害者，

障害の特性について正しく理解するための従業員教育や情報発信」が約４割と比較的高い結果であった。 

 

 

59.0 

36.1 

34.9 

31.3 

26.5 

20.5 

57.9 

44.6 

29.7 

30.8 

28.7 

29.7 

49.0 

43.0 

26.0 

24.0 

22.0 

17.0 

62.0 

49.7 

36.8 

39.9 

31.9 

26.4 

51.5 

39.4 

45.5 

36.4 

24.2 

9.1 

64.8 

46.7 

23.1 

14.1 

30.7 

24.6 

58.9 

43.3 

30.7 

36.7 

30.4 

28.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者に適した業務の創出や切り出し 

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸

成、社内理解の促進 

バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 

障害者、障害の特性について正しく理解するための従業

員教育や情報発信 

通勤や移動時の安全確保 

建設業（Ｎ＝83） 
製造業（Ｎ＝195） 
運輸業・郵便業（Ｎ＝100） 
卸売業・小売業（Ｎ＝163） 
宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝33） 
医療・福祉（Ｎ＝199） 
その他（Ｎ＝270） 

57.4 

43.6 

28.7 

30.7 

27.9 

30.7 

58.6 

47.4 

29.2 

29.2 

28.1 

20.3 

63.9 

43.1 

37.5 

29.2 

27.8 

23.6 

67.6 

40.8 

43.7 

29.6 

40.8 

16.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者に適した業務の創出や切り出し 

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸

成，社内理解の促進 

バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 

障害者，障害の特性について正しく理解するための従業

員教育や情報発信 

通勤や移動時の安全確保 
５０人～９９人（Ｎ＝495） 
１００人～２９９人（Ｎ＝384） 
３００人～４９９人（Ｎ＝72） 
５００人以上（Ｎ＝71） 
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⑧障害者雇用に関する支援制度の認知状況[現・過・未] 

 全ての事業所（Ｎ＝１，０５０）における障害者雇用に関する支援制度の認知状況は，「障害者トライ

アル雇用奨励金」「ハローワークによる障害者雇用の支援」が約５割で比較的よく知られているが，「各

地域の障害者就業・生活支援センターによる障害者雇用支援制度」は１３．０％であり，あまりよく知

られていないようである。 

 

 

  

51.1 

49.6 

36.6 

32.4 

23.3 

21.1 

18.0 

13.0 

12.2 

11.6 

6.7 

5.0 

4.4 

2.5 

17.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者トライアル雇用奨励金 

ハローワークによる障害者雇用の支援 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助

成金） 

障害者合同就職面接会 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

宮城障害者職業センターによる支援 

各地域の障害者就業・生活支援センターによる障害者雇

用支援制度 

障害者初回雇用奨励金（ファースト・ステップ奨励金） 

職場適応訓練 

精神障害者等雇用安定奨励金（重度知的・精神障害者職

場支援奨励金） 

精神障害者等雇用安定奨励金（精神障害者雇用安定奨励

金） 

障害者委託訓練 

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金 

未回答 

全体（Ｎ＝1,050） 
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〈業種別〉 

 業種別では，「障害者トライアル雇用奨励金」「ハローワークによる障害者雇用の支援」が全業種にお

いて比較的よく知られている中，「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）」につ

いては「製造業」で４５．６％，「医療・福祉」で５１．３％と高い結果となっている。 

 

 

〈事業所規模別〉 

事業所規模別で見ると，事業所規模が大きくなるにつれて支援制度を認知している事業所の割合が高

くなっている。 

 

38.6 

47.0 

15.7 

24.1 

19.3 

10.8 

55.4 

52.3 

45.6 

39.5 

23.1 

22.6 

45.0 

35.0 

30.0 

28.0 

16.0 

10.0 

55.2 

51.5 

34.4 

32.5 

25.2 

19.6 

66.7 

48.5 

33.3 

27.3 

21.2 

27.3 

54.3 

52.8 

51.3 

31.7 

24.6 

32.2 

47.4 

51.1 

30.0 

33.0 

25.2 

19.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者トライアル雇用奨励金 

ハローワークによる障害者雇用の支援 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用

開発助成金） 

障害者合同就職面接会 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

建設業（Ｎ＝83） 

製造業（Ｎ＝195） 

運輸業・郵便業（Ｎ＝100） 

卸売業・小売業（Ｎ＝163） 

宿泊業・飲食サービス業（Ｎ＝33） 

医療・福祉（Ｎ＝199） 

その他（Ｎ＝270） 

43.6 

46.7 

29.7 

21.4 

12.3 

13.1 

53.4 

50.5 

40.4 

36.2 

24.5 

22.9 

70.8 

56.9 

48.6 

56.9 

55.6 

41.7 

73.2 

59.2 

54.9 

67.6 

63.4 

49.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

障害者トライアル雇用奨励金 

ハローワークによる障害者雇用の支援 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開

発助成金） 

障害者合同就職面接会 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

職場適応援助者（ジョブコーチ） 

５０人～９９人（Ｎ＝495） 

１００人～２９９人（Ｎ＝384） 

３００人～４９９人（Ｎ＝72） 

５００人以上（Ｎ＝71） 
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（４）自由意見 

障害者雇用などに関する自由意見等としては，障害者雇用に対して肯定的な意見や行政の支援制度や

障害者雇用の普及・啓発に対する意見，また，障害者と事業所のマッチングについての課題などの意見

があった。 

 

【現在障害者を雇用している事業所の意見】 

《障害者雇用への意識》 

・現在来年３月卒業予定の支援学校学生の就労支援を行っている。実習等を通じて約２年間支援学校の先生方

と共に，当法人での採用を前提として職員も学んでいる。とまどいもあったが，とても良い機会に恵まれたと

感じている。 

 

《障害者雇用が難しい理由》 

・弊社は２階に事務所がありながら，エレベーターは無く，階段のみなので障害の程度によっては雇用出来る

方が限られている。 

・大幅な増収増益がない限り，今のところ考えていない。 

 

《障害者と事業所とのマッチング》 

・雇用のタイミングや業務内容とマッチすることが条件となるが，障害の有無・程度に関わらず，就労の意欲

とスキルのある方ならば歓迎したいと考えている。 

 

《支援制度，周知・啓発活動等への意見》 

・奨励金や助成金制度だけでも多種にわたり，申請先も変わる。この状況が障害者雇用促進を鈍らせていると

感じる。窓口が１本になればと思う。 

・求職者数と法定雇用者数の関係を捉えた資料等を見たことがない。法定雇用率の達成状況のほかに人数で試

算した計画や実績があれば，社会的に理解が得られ易いのではないかと思う。 

・出来る範囲で障害のある方の雇用に取り組みたいとは思う。入社してから出来るだけ長く働いていただきた

いので，雇用に関しては慎重に進めたいと考えている。助成金等に関しても，できるだけ長期的な助成があれ

ば安定した雇用が望めると思うのでお願いしたい。 

・障害者の方は，通常雇用する方の２～３倍の期間を使って仕事を覚える。その間のお給料は結果企業が負担

し赤字になってしまい，そこを考えるとなかなか雇用が難しい。支援制度がもっとわかりやすく早いと，この

ぐらい支援してもらっているから６カ月は待てると考えられる。簡単とは言えないが，色々な機関の方がもっ

と親切に教えてくださると助かる。 

・どの会社も障害者を雇用する余地はまだあるように思える。しかし，問題は職場全体の障害者への理解度が

肝要で，一部の思いだけでは双方につまずきが発生して長続きしない。ここを，どのように職場に周知を図る

かが課題だと考える。時々思うのは，まったく見た目は普通なのにいざ職場に立つとまったく仕事にならない

人がいる。なんら障害者としての保護を受けられない人がハローワークから紹介される，意外と多いこの種の

人たちの保護とリストも必要なのではないか。 
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【現在障害者を雇用していないが，過去に雇用していたことがある事業所の意見】 

《障害者雇用が難しい理由》 

・障害のレベルによっても，かなり受入側の準備が違ってくるとは思うが，実際には障害者を雇用した場合，

ケア（支援）にさける人的余裕は全くない為，当面の雇用は難しいと考えている。 

 

《障害者への接し方，教育・指導等》 

・精神障害者の雇用中は非常に大変だった。突然の欠勤（いつまで続くのかわからない無断欠勤）は度々起き，

指導・見守り担当者も仕事をいつまでとっておけばいいのかわからず，他の従業員の負担となってしまった。

今後，どう取り入れれば良いか困惑している。 

 

《支援制度，周知・啓発活動等への意見》 

・合同就職面接会の資料等入手したが，賃金及び要求のレベルが高すぎて取りつきにくい。 

 

【これまで障害者を雇用したことがない事業所の意見】 

《障害者雇用への意識》 

・現在グループ会社全体の方針として，障害者雇用は採用に向けての方針で取り組んでいる。但し当社の業務

内容から，なかなか適切な業務が見つからず，インターンシップの形で実習しながら適正を見るなど雇用に向

け試行錯誤を続けている状況。ぜひ同じような課題をどの会社も持っていると思うので，ここを県からサポー

トいただけると幸いである。 

・精神障害者雇用に関しては，正しく職員が理解していれば雇用は可能かと思われるも，職員の理解がむずか

しいと現段階では思われる。管理者も精神障害者雇用によって現場でのメリットを職員に伝えられるように勉

強しなければと思う。 

 

《障害者雇用が難しい理由》 

・1人勤務が多いことから雇用に不安がある。 

・雇用に関して”障害者””健常者”と差別するつもりはないが，事業所のあるビル設備の点や（バリアフリ

ーではない等）求人自体，現在必要性が無い，ということで雇用していない。雇用する余裕が無い事業所も関

係なく，法定雇用率を一律に課せるのは厳しいと正直感じている。 

・会社の経営状況が厳しく，社会貢献をしたいとは思うがそこまではまだいっていない。 

・今まで雇用義務のない規模だったのでまったく経験がなく，そういう障害者が当社でどのように業務に従事

できるのか想像できない状況である。 

 

《支援制度，周知・啓発活動等への意見》 

・障害を持つ方の程度や適性は百人百様であると考えられる。中小企業の限られた資力人員の中で雇用主，従

業員相互にメリットがある関係を築くのは至難と思われる。ついては，求職者のスキルが判るデータ等があれ

ば役立つと思う。 

・他社での障害者雇用の成功事例・失敗事例を公開してほしい(できれば同業種が望ましい)。 
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４ アンケート調査の分析結果 

 

障害者を今までに雇用したことがある事業所に対して，「雇い入れた障害者の障害の種別」「業種別」「事

業所規模別」ごとに，それぞれ①障害者の雇入れの動機，②課題，③配慮事項について調査を実施した

結果，回答の上位３項目について下記のとおり分析を行った。 

 

ａ 障害の種別 

①動機 

 いずれの障害の種別においても「法律で義務付けられているから」が障害者を雇用した動機としてあ

げられている。身体障害者については「障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だ

ったから」「従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから」と回答した事業所の割合が高かった。

また，知的・精神障害者については，学校や支援機関からの働きかけが雇用に繋がる大きな役割を担っ

ていることが推測される。 

 

 

②配慮 

 どの障害の種別において，障害者を雇用した際に配慮した事項については同じ傾向であり，障害の種

別による差異はみられなかった。障害者の能力や適正に応じた仕事内容の調整や従事させる業務量につ

いて配慮した事業所が多い結果となっていることから，事業所が障害者を雇用する際に，これらの調整

や検討に時間をかけていることが推測される。 

 

③課題 

どの障害の種別においても，｢障害者に適した業務の創出や切り出し｣を課題としている事業所が多い

結果となった。上記②の回答結果のとおり事業所が配慮した事項が障害者雇用の課題となっていること

がわかる。知的障害者及び精神障害者については，障害の特性について，従業員への教育や情報発信が

法律で義務付けられているから 40.5%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 33.9%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 31.6%

法律で義務付けられているから 49.6%

学校（特別支援学校等）からの働きかけ，紹介などがあったから 41.8%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 40.1%

法律で義務付けられているから 59.1%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 44.5%

障害者の就労支援を行う機関等からの働きかけ，紹介があったから 37.3%

身体障害者
（Ｎ＝667）

知的障害者
（Ｎ＝232）

精神障害者
（Ｎ＝110）

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 60.9%

業務量への配慮 39.1%

作業の安全確保 30.6%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 81.5%

業務量への配慮 52.2%

作業の安全確保 46.1%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 69.1%

業務量への配慮 50.9%

作業の安全確保 39.1%

身体障害者
（Ｎ＝667）

知的障害者
（Ｎ＝232）

精神障害者
（Ｎ＝110）
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課題となっていることがわかり，これらの課題解決が知的障害者及び精神障害者の雇用推進につながる

可能性が推測される。 

 

 

ｂ 業種別 

①動機 

 どの業種においても「法律で義務付けられているから」や｢企業としての社会的責任｣が雇用した動機

となっている。どの業種においても採用の動機は類似しており，業種間に差異はあまりみられない。 

 

 

②配慮 

配慮した事項についてはどの業種においてもほぼ同じ傾向である。仕事内容の調整や業務量，作業の

安全確保について配慮したと回答した事業所の割合が高くなっている。 

「医療・福祉」では「短時間勤務などの勤務時間の柔軟な運用」と回答した事業所の割合が高く，障

害者の勤務時間など勤務形態に柔軟に対応している事業所が多いことがわかる。 

障害者に適した業務の創出や切り出し 56.1%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 43.0%

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 31.3%

障害者に適した業務の創出や切り出し 62.5%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 42.7%

障害者，障害の特性について正しく理解するための従業員教育や情報発信 38.4%

障害者に適した業務の創出や切り出し 67.3%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 40.9%

障害者，障害の特性について正しく理解するための従業員教育や情報発信 36.4%

身体障害者
（Ｎ＝667）

知的障害者
（Ｎ＝232）

精神障害者
（Ｎ＝110）

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 49.1%

法律で義務付けられているから 39.6%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 34.0%

法律で義務付けられているから 50.3%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 29.8%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 27.5%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 38.5%

法律で義務付けられているから 35.9%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 29.5%

法律で義務付けられているから 46.1%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 38.3%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 29.6%

法律で義務付けられているから 44.4%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 40.7%

学校（特別支援学校等）からの働きかけ，紹介などがあったから 29.6%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 34.0%

法律で義務付けられているから 30.7%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 28.0%

建設業
（Ｎ＝53）

医療・福祉
（Ｎ＝150）

卸売業・小売業
（Ｎ＝115）

宿泊業・飲食
サービス業
（Ｎ＝27）

製造業
（Ｎ＝171）

運輸業・郵便業
（Ｎ＝78）



27 

 

 

 

③課題 

 すべての業種において共通してあげられた課題は｢障害者に適した業務の切り出し｣であった。｢医療・

福祉｣においては，｢障害者，障害の特性について正しく理解するための従業員教育や発信｣と回答した事

業所が多く，従業員教育の必要性の関心の高さがわかる。また，｢製造業｣及び｢卸売業・小売業｣では，｢バ

リアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上｣と回答した事業所が多いことから，障害者の執務環境

に安全面等で課題があることが伺える。 

 

 

 

 

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 56.6%

業務量への配慮 45.3%

作業の安全確保 30.2%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 70.8%

作業の安全確保 51.5%

業務量への配慮 32.2%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 46.2%

業務量への配慮 37.2%

作業の安全確保 23.1%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 67.0%

業務量への配慮 47.0%

作業の安全確保 33.0%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 77.8%

業務量への配慮 63.0%

作業の安全確保 37.0%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 64.0%

業務量への配慮 46.0%

短時間勤務などの勤務時間の柔軟な運用 30.0%

卸売業・小売業
（Ｎ＝115）

宿泊業・飲食
サービス業
（Ｎ＝27）

医療・福祉
（Ｎ＝150）

建設業
（Ｎ＝53）

製造業
（Ｎ＝171）

運輸業・郵便業
（Ｎ＝78）

障害者に適した業務の創出や切り出し 59.0%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 36.1%

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 34.9%

障害者に適した業務の創出や切り出し 57.9%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 44.6%

バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 30.8%

障害者に適した業務の創出や切り出し 49.0%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 43.0%

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 26.0%

障害者に適した業務の創出や切り出し 62.0%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 49.7%

バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 39.9%

障害者に適した業務の創出や切り出し 51.5%

障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 45.5%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 39.4%

障害者に適した業務の創出や切り出し 64.8%

障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 46.7%

障害者，障害の特性について正しく理解するための従業員教育や情報発信 30.7%

卸売業・小売業
（Ｎ＝163）

宿泊業・飲食
サービス業
（Ｎ＝33）

医療・福祉
（Ｎ＝199）

建設業
（Ｎ＝83）

製造業
（Ｎ＝195）

運輸業・郵便業
（Ｎ＝100）



28 

 

ｃ 事業所規模別 

①動機 

 １００人以上の事業所規模における，最も多い採用動機は｢法律で義務付けられているから｣であった。

一方で｢５０人～９９人｣の小規模事業所においては｢障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまた

ま障害者だったから｣と回答した事業所の割合が高いことから，事業所規模が小さい場合，障害の有無を

気にせずに採用している事業所が多いことがわかる。 

 

 

②配慮 

 配慮した事項については，どの事業規模においてもほぼ同様の傾向であり，事業所規模別に差異はあ

まりなかった。他の事業所規模と比較すると「５００人以上」では「作業指示の明確化，指示書の視覚

化など仕事の理解を助ける工夫」と回答した事業所が多いことから，大規模事業所においては，障害者

が作業内容を理解しやすいように指示に工夫をしていることがわかる。 

 

 

③課題 

 すべての事業所規模において「障害者に適した業務の創出や切り出し」が課題であると回答した事業

所が多い結果となっている。 

「５０人～９９人」「１００人～２９９人」の比較的小規模な事業所では「バリアフリー化など職場環境

の改善や安全性の向上」というハード面を課題と回答した事業所が比較的多く，「５００人以上」では｢障

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 31.1%

法律で義務付けられているから 27.0%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 22.7%

法律で義務付けられているから 46.0%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 30.1%

障害の有無は気にしておらず，採用した人がたまたま障害者だったから 29.2%

法律で義務付けられているから 61.4%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 37.1%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 32.9%

法律で義務付けられているから 65.7%

企業として障害者雇用の社会的責任があると考えたから 52.9%

従業員が採用後に事故や病気などで障害になったから 50.0%

５０人～９９人
（Ｎ＝322）

１００人～２９９人
（Ｎ＝322）

３００人～４９９人
（Ｎ＝70）

５００人以上
（Ｎ＝70）

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 59.3%

業務量への配慮 35.4%

作業の安全確保 32.9%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 64.9%

業務量への配慮 45.3%

作業の安全確保 32.3%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 71.4%

業務量への配慮 42.9%

作業の安全確保 30.0%

能力・適性に応じた仕事の内容の調整 72.9%

業務量への配慮 51.4%

作業指示の明確化，指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫 32.9%

５０人～９９人
（Ｎ＝322）

１００人～２９９人
（Ｎ＝322）

３００人～４９９人
（Ｎ＝70）

５００人以上
（Ｎ＝70）
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害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進｣「障害者，障害の特性について

正しく理解するための従業員教育や情報発信」などといった障害者雇用に係る従業員教育を課題と回答

した事業所が多い結果となった。 

 

 

ｄ 今後望まれる障害者雇用対策 

今回実施した｢宮城県障害者雇用実態調査｣の調査結果を分析した結果，今後望まれる障害者雇用に関

する施策については，下記のとおり。 

 

(１)現在本県で実施している障害者雇用施策 

 現在本県では，障害者の雇用を推進するため，関係機関と連携し，県内の経済団体及び事業主に対す

る障害者の雇用促進・維持等に関する要請や｢宮城県障害者雇用支援のつどい｣及び障害者雇用促進セミ

ナーを実施している。また，障害者の多様なニーズに応えた雇用・就業機会や，障害者の雇用を考えて

いる企業に雇用の機会を提供するため｢障害者合同就職面接会｣を実施している。 

 

(２)今後の望まれる障害者雇用の施策 

①障害者が従事する業務に関すること 

障害者を雇用していない事業所では，障害者を雇用できない理由として「障害者に適した業務がない」

ことや，課題として｢障害者に適した業務の創出や切り出し｣と回答した事業所が多い結果となっている。

また，実際に障害者を雇用したことがある事業所においても，負担や困難に感じていることとして｢障害

者に適した業務，やりがいのある仕事の創出｣と回答する事業所が多いことから，各事業所において障害

者が従事する業務を創出できるか否かが雇用推進の一つのポイントとなっていることがわかった。した

がって，事業所に対して障害者が従事する業務の切り出し方のアドバイスを実施することが，障害者雇

用の推進につながると考えられる。 

(例)事業所への専門家等派遣による障害者従事業務の切り出し方法のアドバイスの実施 

 

②事業所へ対する障害者雇用の普及・啓発 

 障害者を現在雇用していない事業所が全体の３６．８％を占めており，理由として｢障害者に適した業

務がない｣ことを上げている事業所が半数以上となっている。県内の障害者雇用を推進するために，様々

障害者に適した業務の創出や切り出し 57.4%
障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 43.6%
バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 30.7%
障害者に適した業務の創出や切り出し 58.6%
障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 47.4%
障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 29.2%
バリアフリー化など職場環境の改善や安全性の向上 29.2%
障害者に適した業務の創出や切り出し 63.9%
障害の特性に応じた労働条件や健康管理の体制づくり 43.1%
障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 37.5%
障害者に適した業務の創出や切り出し 67.6%
障害者雇用を会社として進めることの周知や気運の醸成，社内理解の促進 43.7%
障害者、障害の特性について正しく理解するための従業員教育や情報発信 40.8%

５０人～９９人
（Ｎ＝495）

１００人～２９９人
（Ｎ＝384）

３００人～４９９人
（Ｎ＝72）

５００人以上
（Ｎ＝71）
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な業種の実際の雇用事例を紹介することにより，障害者雇用についての固定観念や不安を解消するきっ

かけとなることが推測される。 

 (例)県ホームページ等による事業所雇用事例紹介 

 (例)セミナー等での障害者雇用を実施している事業所の事例紹介 

 

③障害者雇用に関する従業員への社内理解の促進 

各事業所で障害者を雇用するにあたっては，従業員に対する障害者雇用の現状・実態並びに障害の特

性などを理解し認知度を上げるための社内教育が必要であり，本調査結果においても他の従業員への障

害に対する社内理解の促進を課題と考えている事業所が多かった。よって，各事業所に対して専門家の

派遣や講習会又はセミナーを開催することにより，各事業所内における従業員の障害の理解の促進など

社内教育の充実を図るための施策が必要であると考えられる。 

(例)専門家派遣による各事業所における障害者雇用講習会の開催 

(例)各事業所の社内教育を担当とする人事担当者を対象とした障害者雇用セミナーの開催 

 

 

④支援制度や専門機関の認知度の向上 

 障害者雇用に関しては，様々な支援制度や専門機関があるものの，あまり事業所には知られていない

ようである。各圏域に設置され，障害者を雇用する事業主への情報提供や障害者雇用に関する相談の受

付を行っている｢障害者就業・生活支援センター｣の活用を図るとともに，他の支援機関とも連携しなが

ら障害者雇用を促進することが必要である。 

 (例)障害者就業・生活支援センターと連携した施策の推進 
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６ 参考 

  宮城県障害者雇用実態調査票 

 



48 

 

 



49 

 

 

 

 

平成 25年度 

宮城県 障害者雇用実態調査 

調査結果報告書 

平成 25 年度 

宮城県障害者雇用実態調査結果報告書 

宮城県 経済商工観光部 雇用対策課 


